























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































順 位 1　位 2　位 3　位
総
?
1，814件
?????
???
中規模企業
1，111件
中堅企業
557件
大企業
146件
独立企業
1，442件
下請企業
157件
独立兼下請企業
　　　　　235件
経済社会諸制度
　　　480件（26．5％）
経済社会諸制度　，
　　　295件（26．4％）
経済立会諸制度
　　　14ア件（26．　4％）
経済社会諸制度
　　　40件（27．　4％）
経済社会諸制度
　　　5881牛　（26．9％）
経済社会諸制度
　　　54件（24．8％）
経済社会諸制度
　　　58イ牛　（24．7％）
文化水準
　　　282件（15，5％）
文化水準
　　　175件　（15．6％）
文化水準
　　　90件（16．2％）
自然条件
　　　21件（1　4．　40／o）
文化水準
　　　255件（L6．5％）
人口分布の度合　・
　　　216（牛　（11．9％）
人口分布の度合
　　　144件（13．0％）
社会資本
　　　65件　（11．7％）
文化水準
　　　19件　（13．0％）
入口分布の度合
　　　178件（12．5％）
人口分布の度合　社会資本　地域連帯
　　　　　　　17件　（12．4％）
文化水準
　　　34件（14．5％）
社会資本
　　　32件（13，6％）
　B　産業公害の防止対策に対する考え方（13）
　ここ数年来；ことに今年になって産業公害が経済・社会問題とし大きくクローズアップされており，
さらに法律上の問題としても，経営者の緊急に解決をせまられている問題となってきた。調査時点か
ら現在までの時間的経過が状況の変化をもたらし，経営者の意識にかなりの影響をあたえていると考
えられるが，本調査によってもおおよその傾向は判断できよう。
　回答総数の過半数におよぶ54．6％が，設問の（3）の国や地方公共団体および企業の三者が一体となっ
て解決すべきである，という項目に回答が集まり，次いで②の発生者はその社会的責任としてみずか
ら解決すべきである，という項目に19．5％，（4｝の国ないし地方公共団体が産業公害についてもっと総
合的かつ積極的な防止対策をすすめるべきである，という項目では15．9％，（1）の公害対策の遅れてい
る現状ではある程度止むを得ないと考える，の項目は8．6％という順序であった。
　第1位の（3）の項目は社長年令別，業態別，企業規模別，経営者活動範囲翔めいずれの区分でも第1
位であり，ほぼ過半数を占めている。
　順位もそれぞれ大きな差はないが，特微的なものをしいてあげれば，規模が大きいほど（3）の項目に
対するウエイトが大きく，その逆に②と（4＞に対する評価が小さくなるとV・う傾向をもっでい．6　6規模
が小さいほど，公害に対してみずからの責任での解決と，または，公共団体による対策の両者に対す
る評価を高めているということであり，逆に大企業ほど（3）による解決に集中的にウ土イトを置く傾向
がある，ということである。
　所有者的役割の強いほど（4）による解決（国・公共団体による対策）を重くみており，下請企業にお
ける②の項目（発生者責任）のウエイトは比較的高く，この項目にあたえられた比率の中で最高であ
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り，28．8％を示している（平均19．5％）。しかし，同時に（1）の項目（公害もしかたないとするもの）も
最高で16．0％（平均8．6％）である。
　以上のように経営者の意識の上では，産業公害は，その発生者の責任であり，したがって当然自か
ら解決すべきだ，とする回答数は，全体の5分の1にも満たないものであり，みずからもその一役を
買うが，国や地方公共団体が対策を講ずるのが当然であるか，さもなくば公害もいたしかたない，等
という考え方が強いようである。　　　　　L
　しかし，このような考え方が今後も許されるとは，とても考えることはできない。公害発生を阻止
する対策を含めた生産・流通の過程の形成が，今後の経営者に課された緊急かつ重要な課題となるで
あろう。人間を犠牲にする生産第1主義がいつまでもまかり通るわけのないことを銘記すべきである。
C　業界での構造改善の進捗状況（10－1）
　業界における企業経営体質の強化，企業の合同合併等を通じたグルーピソグによる構造改善の進渉
状況をさぐる設問で，（1）かなりすすんでいる　（2）気運が生じてきた　（3）最近はじめられた　（4）必要が
あるがすすんでいない　⑤その他の5項目から選択を求め，次のような回答結果が示されている。
　回答総数のほぼ半数が（41の“必要だがすすんでいない”の項目（45．9％）で，次いで（2）の“気運が
生じてきた”で18．　5％，3番目が（3）“最近はじめられた”（16．5％）で，（1）の“かなり進んでいる”は
最も低率で8．8％である。
　業態別，規模別の区分において，この順序はほとんど変化がない（独立兼下請企業では2位と3位
が逆になっている）が，回答結果から若干の特徴をひろい出せば次のとおりある。
　規模別では，（4）必要だがすすんでいない，という項目は，規模が小さくなるほど率が大で，その他
の3項目では，その逆に規模が大きくなればなるほど比率が大となっている。すなわち，再編成気運
は規模の大きいほどすすんでいるということを示すものである。
　業態別では，（4泌要だがすすんでいない，の項目はすべて1位であるが，その他については，独立
企業では②の“気運が生じてきた”の項目，下請企業では（1）の“かなりすすんでいる”の項目，独立
　　　　　　　　　　　　　　　兼下請企業では（3）の“最近はじめられた”の項目が，それぞれ他に
　　　外国資本の影響について　　　　　　　　　　　　　　　比べて比率が高かった。このなかで，下請企業が“かなりすすんで
（4）まだ影響を
　うけていない
49．5％
（1）すでに大きな影響
　をつけている
いる”という項目で他に比べて高い率を示したのが特徴的であった。
D　外国資本の影響の有無（10－2）
　資本自由化がすすむにつれて，外資の進出がわが国企業に大きな
影響をあたえつつあるが，その実状をさぐるための設問に対し，左
の図にみられるような回答結果が示されている。
　総回答数に対する各項目の比率は左図のとおりであるが，（4）と（5）
をあわせると66．　4％となり，約3分の2の企業が現在のところ外資進
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出が当面の問題だと考えていないようである。
　この問題については，企業規模別区分での特徴があらわれているので，次にそれを示す。
　（4）と（5）をあわせると，中規模企業69．7％，中堅企業62．6％，大企業55．5％と規模が小さいほどその
率は高く，これをいいかえれば，外資の影響は規模の小さいほどこれまで受けておらず，規模の大き
いほど影響を受けているということである。とくに（3）と（1）の項目では，この傾向が顕著である。②の
項目については，若干傾向が異なり，中堅企業がもっとも高い率を示しているのが特徴である。中堅
企業への外資進出が，しだいに大きな影響をあたえつつあることを示している。
E　アメリ力経営者に対する感情（4）
　現在，アメリカとわが国とは，経済・政治・軍事等多くの局面でいくたの困難な問題を展開してお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
：」，本調査時点における状態からはすでに大きな変化を余儀なくされているであろうが，ここでの調
査結果は1つの指標としての役割をもち得るものと思われるので，以下にその特徴を考察してみたい。
　1．事業を離れた人間同士のつきあいの相手として
　回答総数のうち48．3％は明確な態度を表明していないが，このことはわが国経営者の中には直接的
にも間接的にもアメリカの経営者と接触する機会をもつことが少ない経営者の多いことを示すものと
考えられる。さらにまた接触があったにしても，日本人同士でも同じことがいえるのであるが，好ま
しい者もいれば好ましくない者もおりそれこそ“なんともいえない”のであろうが，大企業ほど態度
不明確の回答が少なく，それだけアメリカの経営者に対する関心が高いか，あるいは接触の機会が多
いことを表わしていると考えられる。したがって，態度不明確は，“接触機会が少ない”ことを原因と
考えても大過ないともいえよう。ここでの特徴的傾向は企業規模が大きいほどアメリカの経営者に対
して好意的イメージをもつ人が多いということであろう。
　2．事業の取引相手として，3．事業の競争相手としての2項目は，集計資料からは明確な推論をひき
だすことは困難であるので，企画調査部の調査結果の要約を次にあげておくこととする。
　2．事業の取引相手として
　事業の取引相手として信用できるかどうかについてどのようなイメージをもっているかをみると，
“かなり信用がおける”と答えたものが39．4％，“きわめて信用がおける”と答えているものが11．1％，
“どちらともいえない”と答えているものが42．2％となっており，結果全体についてみると，相手と
しての評価は，経験内容による差などをみなければならないが，一応かなり厚い信頼をおいていると
みてさしつかえないと考えられる。　　　　　　　　　　　－
　3．　事業の競争相手として
　競争相手としてアメリカの経営者にいだいている感情についてみると，“きわめて脅威である”と答
えているものが101件（16．7％），“かなり脅威である”は204件（33．7％）で，両者を合わせて50．　4％
と過半数のものが脅威を感じており，これを逆の面から裏付けてみると，競争相手としてアメリカの
経営者に対するわが国経営者の挑戦意識が強いということがうかがわれる。
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F　経営者の金融機関利用に対する方針（11）
　企業の金融機関利用状況について，ことに取引機関数に対する経営者の方針の実態に関する調査で
は，回答総数635件中210件（33．1％）が“3行”で，164件（25．8％）が“2行”，150件（23．　6％）が
　“4行～5行”，63件（9．9％）が“1行tl，48件（7，6％）が6行以上「1という順序で回答集計が分類さ
れる。
　業態別区分では，この総合平均での比率とほぼ同結果を示している（下請企業では3位と4位がい
れかわっている）が，規模別ではかなり違った傾向がみられる。中規模企業では，総合の順位通りで
あるが，中堅企業では1位が“4行～5行”，2位が“3行”，3位が“2行”となっており，大企業では，、、6
行以上”と、“4行～5行”が同率で1位であり，次いで“3行”と“2行”が同率であり，“1行”が最低
率である。これは，規模が大きくなれぽなるほど多くの金融機関との取引が行なわれることを示すも
のである。業態別での異例として，下請企業が1行との取引を第3順位に位置づけ，他の2種企業よ
り，かなり高い比率20．4％をこれにあたえているが（独立企業9．1％，独立兼下請企業8．8％），企業の
従属性を表わす1つの証左としてこれをみることもできよう。　　　　　　　　　　　　　　’・
　G　経営者の外部組織・機関への参加
　a　社会的活動としての組織・機関への加入状況（12－1）　　　　　　　　　　‘　　’t
　設問における（1＞の業種別組織（工業会・協同組合）に加入しているものは91．9％，（2）の業種以外の
組織（商工会議所，その他の各種経済団体）に加入しているもの83．2％と，これら2項目について，
ほとんどの経営者が加入しているようである。そして，これら2項目において，それぞれ企業規模の
大きくなるほどその率が高く，この傾向は，（3）の“社会的任意団体（P一タリー・ライオンズ・青年
会議所・日赤・YMCA等の社会的に認められている団体）への加入”と，（4）の“国または地方自治
体の行政に直接関連する機関の委員をしているか”の項目でも伺様であった。’
　（3）の項目は42．0％ほぼ半数が加入で，（4）の項目では15．2％が委員をしている。（4）の場合，50～60才
未満の層がもっとも比率が高く（20．9％），次いで60才以上（17．2％）で，40～50才未満（7．2％）と
40才未満（6．0％）はかなり低い率を示している。当該団体の委員としての性格上年配者に率の高い
ことが示されている。また，（1）（2＞（3＞の項目において，40～50才未満の年令層が他の3者に比べ加入し
ているものの率が比較的低いのであるが，このことは，この後の設問でのこの年令層の評価，すなわ
ち，組織機関の一員としての活動が企業経営にプラスしているかという設問に対して，この年令層が
他の3者に比べて“ほとんどプラスしていない”と答えたものの比率がもつとも高かったこと，とあ
おせ考えてみて，社長としての中堅ともいうべきこの年令層では，企業外のこのような活動に対して
はあまり高い評価をあたえていないことが，うかがわれる。
　b　組織・機関の役員就任状況（12－2）
　役員をしていると回答しているものは，642件のうち379件で59．0％である。
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　社長年令別および企業規模別のそれぞれの区分で，年令の高いものほど，また規模の大きい企業ほ
ど高い率を示している。
　40才未満48．　0％，40～50才未満52．9％，50～60才未満58．8％，60才以上64，7％，中規模企業51．9％，
中堅企業68．　2％，大企業77．8％といった具合である。
　c　組織・機関の一員としての活動が企業経営にプラスしているか（12－3）　　　　、
　この設問に対しては，“まあまあプラスしている”の項目がもっとも多く，592件中239件で40．4％
に達している。“プラスしている”という項目り合計ではで76．5％，“プラスしていない”23．5％に対
して，、プラスしていると考えている者の率がかなり高いことを示している。
，社長年令別，企業規模別におけるそれぞれの区分での特徴をみると，プラスしていると判断してい
るものの率は，社長年令が高いほど，また企業規模が大きいほど高い傾向をもっている。逆にプラス
していないと判断しているものの率は，社長年令が若いほど，また企業規模が小さいほど大であり，
その率は次のとおりである。（ただし，40～50才未満の年令層はほとんどプラスしていないという項
目が他に比べてかなり高く，上の傾向をはずれている。このことは，上記のaの設問でのコメントを
参照すればわかるように，社長年令での中堅層を形成する年令層では，企業外のこれら活動に対して
あまり高い評価を下していないからである，とみられる。）
　40才朱満26．1％，40～50才未満29．6％，50～60才未満22．’9％，←60才以上20，2％，中規模企業25，1％，
中堅企業23．　2％，大企業13．4％。
VI　情報の収集と処理方法
A　市場情報の収集ルート（7）
　近時いわゆる情報革令があらゆる分野で進展し，経営情報もますます膨大化する傾向にあるが，激
しい企業競争にかちのこるためには，必要な情報を，できるだけ迅速に，かつ確実に入手せねばなら
ない。そのためには，収集ルートの問題が大変重要となる。調査では，この問題に関して次のような
設問によってその結果を集計している。
　「市場情報を把握し，．有望なアイデアを入手する手段として，あなたはどのような情報ルートを利
用しているか，次の項目から利用度合によって該当するものを選択せよ。
　（1）、販売組織（網）からの情報　　　　　　　　’　　　　　　　　t’　－1　　　　　　∫
　②　セ←ルスタン情報・　　　・、　　　　　　　　　　　．
　⑧　雑誌情報
　（4）業界団体の情報
　（5）一般新聞情報
　（6）特定調査研究機関の情報
　（7）ブレーンによる情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一75－　“
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　（8）特許情報
　⑨　その他」
一各項目ごとに（1）しばしば使う，②時々使う，（3）めったに使わない，の欄を設け選択させている。
　市場情報の収集ルートとしてよく活用されているものとしては②セールスマン情報，（1）販売組織網
からの情報，（7）ブレーンによる情報などがあげられており，“しばしぽ使う”という回答比率は，それ
ぞれ63．2％，63．1％，46．5％である。比較的重要視されているものとしては，（3）雑誌情報，（5）一般
新聞情報，（4＞業界団体の情報，などがあり“時々使う”という回答比率は，それぞれ51．　2％，50．1
％，44．1％となっている。いずれの情報ルートについてもほぼ共通した傾向としては，その利用度
が，規模別には中規模企業（ここでとりあげた企業規模ではもっとも小さい規模の企業）において，
また業態別には下請企業においてもっとも低いということである。
　このうちで特に多用されている情報ルートとしては，中堅企業では（1版売組織（網）からの情報
（72．2％），（2）セールスマン情報（70．8％），大企業では（1）販売組織（網）からの情報（82．4％），（7）ブ
レーンによる情報（72．0％），（4）業界団体の情報（66．0％）などがあげられる。
B　今後の企業内情報処理方法（14－1）
　情報がますます膨大化・複雑化する傾向にある中で，わが国企業経営者がどのような情報処理方法
を考えているのか，調査では，次のような設問により回答結果を集計している。
　「経営にはいろいろな情報をいろいろな角度からより早く処理する必要があるが，あなたの企業で
は今後情報をどのように処理する考えがあるか。
　（1）情報処理のため新しい組織をつくる
　（2）コンピュータを導入ないし利用する
　｛3）従来の処理に若干の改善をする程度
　（4）機械化より人間の教育に重点をおく
　（5）すでにコンピュータを導入ないし利用
　⑥　その他」
　調査結果からみると，設問（2×3）（4）が，総合集計で大きな差がなく26～27％を占めている。社長年令
別区分では特徴的傾向はうかがえないが，業態別では，下請企業で｛3＞の従来の処理に若干の改善をす
る程度でよいという項目の比率が高く，同時に（4）の機械化より人間の教育に重点をおくという項目も
高率である。これに対して独立企業では，②のコンピュータを導入ないし利用するという項目がもっ
とも高い比率を示している。
　規模別では，中堅企業，大企業で②の項目の比率が高く，中規模企業では（3）と（4）の比率が高い。ま
た大企業では（5）のすでにコンピュータを導入ないし利用しているという項目が非常に高い率を示して
いるのが特徴といえる。
　概していえぽ，独立性の強い企業ほど，また規模の大である企業ほどコンピュータなどの機械導入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一74一
　　　　　　　　　　　　　　　　経営者の経営意識とビヘイビア
による情報処理に積極的であり，従属性が強く，規模が小さいほど，若干の改善か機械化以外の人間
の教育，新しい組織によるとかの方法にウエイトを置いているようである。これらの特徴は，情報処
理の必要性の違いや，資金的条件の違いなどに由来するものと考えられる。
一ラ5‘
